
 

 

 

 

受託事務処理規則等 

 

 

○  国土交通省組織令 (平成１２年６月７日政令第２５５号)   抜粋 

 

 

第１章  本省 

第４節  施設等機関 

 

 

（設置） 

第１９２条  本省に、次の施設等機関を置く。 

国土交通政策研究所 

国土技術政策総合研究所 

国土交通大学校 

航空保安大学校 

 

 

（国土技術政策総合研究所） 

第１９４条  国土技術政策総合研究所は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一  国土の利用、 開発及び保全のための社会資本の整備に関連する技術であって国土交通省の所掌事 

務に係る政策の企画及び立案に関するものの総合的な調査、 試験、 研究及び開発を行うこと。 

二  前号の技術に関する指導及び成果の普及並びに情報の収集、整理及び提供を行うこと。 

三  国土交通省の職員に対し、法第４条第1項第５７号及び第６１号（港湾に係るものに限る。）、第１０
１ 

号、第１０２号並びに第１０９号（空港等の整備及び保全に係るものに限る。）に掲げる事務に関す 

る研修を行うこと。 

２   国土技術政策総合研究所の位置及び内部組織は、 国土交通省令で定める。 

 

 

（文教研修施設の指定） 

第２０５条  国土技術政策総合研究所、国土交通大学校及び航空保安大学校は、法第４条第1項第１２６号に 

規定する政令で定める文教研修施設とする。 

 

 

○  国土交通省受託事務処理規則 （平成１ ３年１月６日国土交通省訓令第５９号） 

 

 

第１章  総則 

 

 

（通則） 

第１条   国土交通省設置法（平成１１年法律第１００号）第４条各号に掲げる所掌事務のうち、国以外 

の者からの委託に基づいて行う工事その他の事務 （別表に掲げる組織に係るもの （国土技術政策総合 

研究所以外の組織については、 港湾空港関係事務に関する事務に係るものを除く。） に限る。 以下 「受 

託事務」という。）の処理については、他の法令に定めるもののほか、この訓令の定めるところによる。 

 

 



 

 

（受託の要件） 

第２条   受託できる工事その他の事務は、次の各号のいずれかに該当するものであって、国土交通省 

の所掌事務に密接な関係があり、かつ、国土交通省の本来の工事その他の事務に支障を及ぼすおそれの 

ないものでなければならない。 

一  国土交通省所管に係る建設工事と合併し、 又はこれと関連して実施することが必要と認められる 

工事 

二  国土交通省の所管に属する船舶、機械、器具若しくは施設又は国土交通省職員の有する特殊の専 

門技術を特に必要とする工事その他の事務 

三  前２号に掲げるもののほか、 国土交通省で実施することが公益上特に必要と認められる工事その 

他の事務 

 

 

（受託工事等の実施） 

第３条   受託事務は、この訓令に定めるもののほか、本来の事務処理例により、行わなければならない。 

 

 

第２章   工事その他の事務の受託 

 

 

（受託契約の締結） 

第４条   契約担当官は、 工事その他の事務について委託を受けようとする場合は、 次に掲げる事項を記 

載した契約書により委託者と受託契約を締結しなければならない。 ただし、 当該受託事務の実施に要 

する経費が国の歳出予算に計上されていない場合においては、債務引受の契約に関する事項を併せて 

記載しなければならない。 

一  受託事務の名称、種類及び金額 

二  受託しようとする工事その他の事務の目的及び内容 

三  受託しようとする工事その他の事務の施行地 

四  受託しようとする工事その他の事務の開始及び終了の時期 

五  経費の負担及び経理に関する事項 

六  委託者の提供に係る不動産、 資器材及び労務者に関する事項 

七  残存物件の処理に関する事項 

八  増加経費の負担に関する事項 

九  契約の変更に関する事項 

十  その他必要と認められる事項 

 

 

（年度継続の受託契約） 

第５条   契約担当官は、 ２以上の国の会計年度にわたる受託契約を締結するときは、 各年度における受 

託事務に要する経費の額を定めて契約しなければならない。 

 

 

（増加経費の負担に関する契約） 

第６条   契約担当官、物価若しくは賃金の変動、計画若しくは設計の変更等のため又は受託事務に関し 

発生した損害（国の職員の故意又は重大な過失により発生した損害を除く。）のために必要を生じた経費

はすべて委託者において負担すべきことを受託契約において定めなければならない。 

 

 



 

 

 

 

（債務引受の契約） 

第７条   契約担当官は、 受託事務の実施のため資器材の購入、 請負等の契約を締結する必要がある場合 

においては、当該受託事務に要する経費が国の歳出予算に計上されている場合を除き、 当該契約に基 

づく債務は、すべて委託者が直接かつ単独に負担すべきことを当該受託契約及び当該購入、 請負等の 

契約において定めなければならない。 

 

 

（作業日程表等の作成） 

第８条   契約担当官は、 受託契約を締結したときは、 直ちに、 作業日程表及び資金計画表を作成して委 

託者に提示し、 作業の進捗に支障のないように経費の支出、 資器材等の供与、 労務の提供その他の準 

備を行わせなければならない。 これらを変更しようとするときも、 同様とする。 

 

 

第３章  受託事務の経理 

 

 

（経費の負担範囲） 

第９条   契約担当官は、 次に掲げる経費で受託事務を実施するために必要なものを委託者に負担させな 

ければならない。 

一  受託事務に直接に要する経費（工事費、測量設計費、用地費及び補償費、船舶及び機械器具 

費（次号に掲げるものを除く。）、営繕費、宿舎費、附帯工事費並びに庁費（第６号に掲げるものを 

除く。）をいう。） 

二  国土交通省の保管に係る船舶及び機械等の使用料 

三  直接人件費 （受託事務に直接に従事する職員の職員俸給をいう。） 

四  旅費（職員旅費及び日額旅費をいう。） 

五  間接人件費 （受託事務に直接に従事する職員の扶養手当、 調整手当、 職員諸手当、 超過勤務手当、 

退職手当、 公務災害補償費及び国家公務員共済組合負担金並びに受託事務に間接的に従事する職員 

の人件費をいう。） 

六  間接庁費（諸謝金、庁費、用地処理事務費及び工事雑費をいう。） 

七  消費税及び地方消費税に相当する額 

八  その他受託事務処理に伴い必要を生じた経費 

 

 

（経費の支払方法） 

第１０条   契約担当官は、 受託事務の実施に要する経費を委託者をして支払わせるときは、 歳入徴収官 

の発行する納入告知書により国庫に納入させるものとする。 ただし、 前条第２号、 第３号及び第５号 

に掲げる経費以外の経費で国の歳出予算に計上されていないものについては、 契約担当官又はその指 

定する職員が証明する金額を委託者をして直接に債権者に支払わせるものとする。 

 

 

（完了報告） 

第１１条   契約担当官は、受託事務が完了したときは、遅滞なく別記様式第１による受託事務完了報告 

書 （当該受託事務が工事である場合にあっては、 当該報告書及びしゅん工調書） を作成し、 委託者に 

提出しなければならない。 

 

 



 

 

 

 

（帳簿の整備） 

第１２条   契約担当官は、 別記様式第２による受託事務契約台帳を備え、 必要な事項を記載しなければ 

ならない。 

２   契約担当官は、 補助者をして前項の帳簿の補助簿を備えさせ、 必要な事項を記載させなければなら 

ない。 

 

 

第４章雑則 

 

 

（北海道開発局又は沖縄総合事務局の行う受託事務に関する取扱） 

第１ ３条  北海道開発局又は沖縄総合事務局において行う受託事務で国土交通省の所掌に係るものの処 

理については、 それぞれ北海道開発局長又は沖縄総合事務局長が国土交通大臣の承認を得て定めると 

ころによる。 



別表 

大臣官房官庁営繕部 

国土技術政策総合研究所 

国土交通大学校（柏研修センターを除く。） 

国土地理院 

地方整備局 

北海道開発局 

沖縄総合事務局 



別紙様式第１ 

受託事務完了報告 

１ 受託事務名 

２ 受託契約締結年月日 

３ 受託契約額 

４ 変更金額 

５ 変更後受託契約額 

６ 精算額 

７ 委託者住所及び氏名 

８ 着手年月日 

９ 完成年月日 

10 受託事務を実施した事務

所及びその施行地 

11 取得した残存物件 

年   月   日 

円

円

円

円

（住所） （氏名） 

年   月   日 

年   月   日 

科  目

受 託 

契約額 変更額 

変更後受

託契約額 

支 出 

済 額 不用額 備 考 

経

費 

内 

訳 

(項) ○ ○ ○ 

(目) ○ ○ ○ 

(目) ○ ○ ○ 

(目) ○ ○ ○ 

(目) ○ ○ ○ 

(目) ○ ○ ○ 

年  月  日 

殿

（官職氏名）    印 



別紙様式第２

受託事務契約台帳 

件 名 

年度 契約年月日 年 月 日 契約番号 第    号 

施 行 事 務

所（部・課） 

履行 

場所 

着手年月日 年 月 日 完 了 年 月日 年 月 日 引渡年月日 年 月 日 

委託者の住所 

及 び 氏 名 

受 託 金 額 

￥

受 託 

金 額 

の変更 

（内訳） 

変更年月日 変更金額 変更後の金額 変 更 理 由 

契 約 額 

単 年 度 

契 約 額 

年 度 継 続 契 約 額 

総 額 

年 度 額 

初 年 度 翌 年 度 翌 々 年 度 

精 算 額 残額 残額の処理 

受託期

間及び

期間の

延長 

始期 年  月  日 残存物件の処理 

終期 年  月  日 

年  月  日



 

 

 

 

○  国土交通省受託事務処理規則第９条の規定に基づく経費の算定基準 

（平成１３年１月６日国官会第１７号） 

 

 

国土交通省受託事務処理規則第９条の規定に基づく経費の算定基準について 

 

 

１   規則第９条第１号に掲げる経費 

実際に要した額。ただし、営繕費、宿舎費については、次の各号によるものとする。 

一  受託工事に直接必要として、庁舎、宿舎、合宿所等を新営、購入又は借上げをしたものについて 

は、その実際に要した額 

二  前号以外のものについては、 次に掲げる額 

イ  地方整備局の土木工事については、 同条第１号及び第２号の規定により算出した額（営繕費及 

び宿舎費については、 前号の規定より負担させた額に限る。） の合計額 （以下本号及び次号におい 

て「合計額」という。）を別表第１に掲げる基準額ごとに区分し、逓次に各率を乗じて算定した額。 

ただし、 合計額が３０億円を超えるものについては、 国土交通省大臣官房会計課長 （以下 「会計 

課長」という。）と協議して決定した額 

ロ  営繕工事については、合計額に別表第１に掲げる率を乗じて算出した額 

ハ イ、ロによりがたい場合は、イ、ロにより算出した額を上限とする範囲内の額 

三  前二号の規定にかかわらず、合計額が５００万円未満又は工期が１００日未満の場合は、委託者 

に負担させないものとする。 

２   同条第２号に掲げる経費 

契約担当官が定める基準に基づいて算出した額 

３   同条第３号に掲げる経費 

一  地方整備局の土木工事については、同条第１号及び第２号の規定により算出した額の合計額（以 

下 「合計額」 という。） を別表第２に掲げる基準額ごとに区分し、 逓次に各率を乗じて算定した額。 

ただし、 合計額が３０億円を超えるものについては、 会計課長と協議して決定した額 

二  前号以外のものについては、 次の算式に基づき所要見込額として算出した額。 この場合において 

は、職員俸給支給額（月額）は、受託契約締結時における受託事務に直接に従事する職員の俸給月 

額とし、 契約締結後昇給、 昇格等によりその月額に変更があった場合においても変更しないことと 

する。 ただし、 契約の内容に著しい変更があったとき又は契約の期間が１ ２箇月を超えたときは、 

この限りではない。 

職員俸給支給額（月額） ×12×受託事務に従事する時間 

勤務すべき時間 （2,015時間） 

４   同条第４号に掲げる経費 

一  地方整備局の土木工事については、 合計額を別表第３に掲げる基準額ごとに区分し、 逓次に各率 

を乗じて算定した額。 ただし、 合計額が３０億円を超えるものについては、 会計課長と協議して決 

定した額 

二  前号以外のものについては、旅費に関する法令（訓令を含む。）に基づいて算出した額 

５   同条第５号に掲げる経費 

同条第３号の規定により算出した額に別表第４に掲げる率を乗じて算出した額 

６   同条第６号に掲げる経費 

一  地方整備局の土木工事については、 合計額を別表第５に掲げる基準額ごとに区分し、 逓次に各率 



 

 

 

 

を乗じて算定した額。 ただし、 合計額が３ ０億円を超えるものについては、 会計課長と協議して決 

定した額 

二  前号以外のものについては、 合計額に別表第５に掲げる率を乗じて算出した額 

７   同条第７号に掲げる額 

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第７２条の８２及び同条８３の規定により算出するもので、前各項に掲げる経費（用 

地費を除く。） の合計額に消費税及び地方消費税の税率を乗じて得た額 

８   前項の場合において、 第１項から第６項に掲げる経費については、 消費税及び地方消費税相当分を 

含まないもので積算するものとする。 

９   この基準により難いときは、会計課長と協議して決定した額 



別表第１

基 準 額 営繕宿舎費の率 

地 方 整 備 局 

の 土 木 工 事 

100 万円までの額 1.35% 

100 万円を超え 500万円までの額 1.2% 

500万円を超え 1,000万円までの額 1.05% 

1,000 万円を超え 5,000万円までの額 0.9% 

5,000 万円を超え 1億円までの額 0.8% 

1億円を超え 3億円までの額 0.7% 

3億円を超え 5億円までの額 0.6% 

5億円を超え 7億円までの額 0.55% 

7億円を超え 10億円までの額 0.5% 

10億円を超え 15億円までの額 0.45% 

15億円を超え 20億円までの額 0.4% 

20億円を超え 30億円までの額 0.35% 

営 繕 工 事 0.07% 



別表第２

基 準 額 直接人件費の率 

地 方 整 備 局 

の 土 木 工 事 

100 万円までの額 3.3% 

100 万円を超え 500万円までの額 3.0% 

500万円を超え 1,000万円までの額 2.7% 

1,000 万円を超え 5,000万円までの額 2.4% 

5,000 万円を超え 1億円までの額 2.1% 

1億円を超え 3億円までの額 1.8% 

3億円を超え 5億円までの額 1.6% 

5億円を超え 7億円までの額 1.4% 

7億円を超え 10億円までの額 1.2% 

10億円を超え 15億円までの額 1.0% 

15億円を超え 20億円までの額 0.8% 

20億円を超え 30億円までの額 0.7% 



別表第３ 

基 準 額 旅費の率 

地 方 整 備 局 

の 土 木 工 事 

100 万円までの額 0.65% 

100 万円を超え 500万円までの額 0.45% 

500万円を超え 1,000万円までの額 0.25% 

1,000 万円を超え 5,000万円までの額 0.15% 

5,000 万円を超え 1億円までの額 0.1% 

1億円を超え 3億円までの額 0.08% 

3億円を超え 5億円までの額 0.06% 

5億円を超え 7億円までの額 0.05% 

7億円を超え 10億円までの額 0.04% 

10億円を超え 15億円までの額 0.03% 

15億円を超え 20億円までの額 0.025% 

20億円を超え 30億円までの額 0.02% 



別表第４ 

間接人件費の率 

地方整備局の土木工事 185% 

営繕工事 165% 

国土地理院 160% 

国土交通大学校 170% 



別表第５ 

基 準 額 間接庁費の率 

地 方 整 備 局 

の 土 木 工 事 

100 万円までの額 2.8% 

100 万円を超え 500万円までの額 2.3% 

500万円を超え 1,000万円までの額 1.9% 

1,000 万円を超え 5,000万円までの額 1.5% 

5,000 万円を超え 1億円までの額 1.2% 

1億円を超え 3億円までの額 0.9% 

3億円を超え 5億円までの額 0.7% 

5億円を超え 7億円までの額 0.5% 

7億円を超え 10億円までの額 0.35% 

10億円を超え 15億円までの額 0.25% 

15億円を超え 20億円までの額 0.2% 

20億円を超え 30億円までの額 0.15% 

営 繕 工 事 0.8% 

国土地理院 1.5% 

国土交通 

大学校 3.0% 




